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貸 付 契 約 書（案）      （参考２） 

 

貸付人 千葉県（以下「甲」という。）と借受人         （以下「乙」という。）

とは、土地貸付について次の条項により千葉県企業局財産の貸付契約を締結する。 

（貸付物件） 

第１条 貸付物件は、下記物件及びこれに附属する設備とする。 

所 在 地 区 分 種 目 数 量 

千葉市美浜区 土 地  ㎡ 

（使用目的及び募集要項、事業計画書の遵守） 

第２条 乙は、貸付物件を、本契約書、令和５年度幕張新都心住宅地区等公共的駐車場  

事業者募集要項（以下「募集要項」という。）及び乙が応募時に提出した事業計画書（以

下「事業計画書」という。）に従って公共的駐車場の用に供するものとする。 

（貸付期間） 

第３条 貸付期間は、次のとおりとし、貸付期間の更新は行わないものとする。 

貸付期間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

（貸付料） 

第４条 貸付物件の貸付料は、年額金            円とする。 

（貸付料の納入） 

第５条 乙は、第４条に定める貸付料を甲の発行する納入通知書により毎年度の４月末日

までに一括して支払わなければならない。 

（貸付料の改定） 

第６条 甲は、令和９年度以降の貸付料を改定することができる。 

２ 貸付料の改定は、令和８年の総務省統計局の年平均消費者物価指数（全国平均・総合）

と令和５年の同消費者物価指数を比較し、行なうものとする。 

３ 甲は前項の規定により貸付料を改定しようとするときは、事前に乙に通知するものと

する。 

４ 前三項の規定にかかわらず、甲は、土地価格の変動により、その他やむを得ない理由

が生じたときは、将来に向かって貸付料の改定を請求することができる。 

（遅延利息） 

第７条 乙は、第５条の規定により甲が定める納入期日までに貸付料を納入しない場合は、
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納入期日の翌日から納入した日までの日数につき、その金額に「政府契約の支払遅延防

止等に関する法律（昭和二十四年法律第二百五十六号）」第八条第一項に規定する財務大

臣が決定する率の割合により算定した額（当該金額に百円未満の端数があるとき、又は

その全額が百円未満のときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた額）を遅延利息

として甲に支払わなければならない。 

（貸付物件の引渡） 

第８条 甲は、第３条の貸付期間開始の日に、貸付物件を現状有姿にて乙に引渡すものと

し、この場合において、甲は貸付物件の引渡書を乙に交付し、乙はその引受書を甲に提

出するものとする。 

（免責） 

第９条 乙は、前条に定めるとおり、貸付物件が現状有姿での引渡しであることを了承し、

引き渡された貸付物件が種類、品質又は数量等に関して契約の内容に適合しない場合で

あっても、甲に対し貸付物件の修補の請求、貸付料の減額の請求、損害賠償の請求又は

契約解除その他一切の請求をすることができない。 

（滅失又はき損の場合の措置） 

第１０条 乙は、貸付物件の全部又は一部が滅失又はき損したときは、直ちに応急措置を

とるとともに甲に通知し、その指示を受けなければならない。 

２ 甲は、前項に定める滅失又はき損が乙の責に帰することのできない事由によるもので

あると認めたときは、滅失又はき損した部分に係る貸付料を免除することができる。 

（貸付物件の保全義務等） 

第１１条 乙は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保存に努めなければ

ならない。 

２ 乙は、貸付物件の現状を変更しようとするときは、詳細な理由を付した書面により甲

にその承認を求めなければならない。 

３ 前項の規定による甲の承認は、書面によるものとする。 

（修繕義務等） 

第１２条 甲は、貸付物件の修繕義務を負担しないものとし、貸付物件の改良その他の行

為をするために支出する経費は、すべて乙の負担とする。 

（原状回復義務） 

第１３条 乙は、その責に帰する事由により貸付物件を滅失した場合は、自己の負担にお

いて、原状に回復しなければならない。 
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（転貸等の禁止） 

第１４条 乙は、甲の承認を得ないで貸付物件を転貸し、賃借権を譲渡し、質入れ若しく

は担保に供し、経営を委託してはならない。また、乙は、甲が承認した場合を除き、   

貸付物件及び設置した工作物を駐車場以外の目的に使用することはできない。 

２ 乙は、貸付物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下｢暴力団｣という。）

若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定

されている者の事務所、又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に

供されることを知りながら、貸付物件を使用させてはならない。 

（契約の解除） 

第１５条 乙が貸付料を滞納した場合において、甲の催告にもかかわらず、納期限を３箇

月以上経過してもなお履行しないときは、甲は本契約を解除することができる。 

２ 前項に定めるほか、次の各号の一に該当する場合は、甲が相当の期間を定めてその履行

の催告をし、その期間内に履行がないときは、甲は、本契約を解除することができる。 

ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がその契約及び取引上の社会通念

に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

一 乙が、本契約に定める義務を履行しないとき。 

二 乙が、甲の承認を得ないで、貸付物件及び設置した工作物の使用目的を変更した 

とき。 

三 乙が、法令に違反し、又は公序良俗に反する行為を行ったとき。 

四 乙が、駐車場の経営を一括して第三者に委託し、又は請け負わせたとき。 

五 乙が、甲が通知した事項に従わないとき。 

六 事業計画書の主旨を損なうような計画変更があると甲が認めたとき。 

３ 甲が貸付物件を事業の用に供するために必要が生じたときは、解除を行う６箇月前に

解除する旨の告知をしたうえで、甲は本契約を解除することができる。 

４ 甲は、乙が次の各号の一に該当する場合は、催告なしに本契約を解除することが   

できる。 

一 本契約締結後に、乙の財務状況等に大幅な変動があり、事業遂行できない恐れがあ

ると甲が認めたとき。 

二 本契約締結後に、乙が社会的信用を著しく損なう等により、借受人としてふさわし

くないと甲が認めたとき。 
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５ 甲は、乙が前条第２項の規定に違反したとき、又は乙が次の各号のいずれかに該当  

する者と認められたときは、催告なしに本契約を解除することができる。 

一 貸付物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとする者。 

二 乙の役員等（役員、代表者、理事等又は支店若しくは営業所の代表者、その他経営

に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴対法第２条第６号に

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）である者。 

三 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者。 

四 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する  

など直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与している者。 

五 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

している者。 

六 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

七 前各号のいずれかに該当する者の依頼を受けて契約を行う者。 

６ 甲は、第１項、第２項、第４項又は前項の規定により本契約を解除した場合は、これ

により乙に生じた損害について、何らの賠償又は補償をすることを要しない。 

７ 乙は、第１項、第２項、第４項又は第５項の規定により甲が本契約を解除した場合は、

解除した年度の貸付料の２倍に相当する額の違約金を甲に支払わなければならない。 

なお、甲が、第２項、第４項又は第５項の規定により貸付物件の引渡し前に契約を解除

した場合は、第４条に定める貸付料の２倍に相当する額の違約金を甲に支払わなければ

ならない。 

（貸付物件の返還） 

第１６条 乙は、第３条に規定する貸付期間が満了するとき、民法第６１６条の２の規定

により契約が終了したとき又は前条の規定により契約が解除されたときは、貸付物件を

原状に回復して甲の指定する期日までに返還しなければならない。なお、この場合の原

状とは、甲の所有物及び甲が存置を承諾したものを除き、工作物が一切存在していない

状態のこととする。 

２ 乙は、前項の規定により甲の指定する期日までに貸付物件を返還しない場合は、第３

条に規定する貸付期間が満了したときは直近の貸付料又は第１５条第１項、第２項、第

４項若しくは第５項の規定により契約が解除されたときは解除された年度の貸付料を

日割り計算（１年を３６５日とする。）した額に、返還期限の翌日から返還した日までの
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日数を乗じた額の３倍に相当する額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は

その全額が１００円未満のときは、その端数金額又はその全額を切捨てた額）を遅延損

害金として甲に支払わなければならない。 

（貸付料の精算） 

第１７条 甲は、第１５条第３項の規定により本契約を解除したときは、乙に、解除した

年度における既納の貸付料から、現に貸付けた期間に対応する貸付料を減じた額を還付

する。ただし、１年を３６５日として日割り計算した額とする。 

（損害賠償等） 

第１８条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲又は第三者に損害を与えたとき

は、その損害を賠償しなければならない。 

２ 乙は、第１５条第３項の規定により、本契約が解除された場合において損失が生じた

ときは、その補償を請求することができる。 

（有益費等の放棄） 

第１９条 乙は、第３条に規定する貸付期間の満了、民法第６１６条の２の規定により  

契約が終了した場合又は第１５条の規定により契約を解除された場合において貸付 

物件を返還するときは、乙が支出した必要費及び有益費等があっても、これを甲に請求

しないものとする。 

（運営状況の確認及び実地調査等） 

第２０条 甲は公共的駐車場の運営状況等を確認するため、管理の状況や駐車場の収支 

状況等について報告を求めることができる。 

２ 甲は、本契約に基づく乙の義務の履行状況を把握し、その履行を確保するため、いつ

でも乙に対しその業務又は資産の状況に関して質問し、実地に調査し、又は参考となる

べき資料その他の報告を求めることができる。 

（契約の費用） 

第２１条 本契約の締結に要する費用は、全て乙の負担とする。 

（管轄裁判所） 

第２２条 本契約に関する訴えは、甲の事務所の所在地を管轄する地方裁判所をもって 

管轄裁判所とする。 

（契約書、募集要項、事業計画書の関係） 

第２３条 本契約書、募集要項及び事業計画書との間に矛盾・抵触する定めのある場合に

は、本契約書、募集要項、事業計画書の順に規定が優先されるものとする。 
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（事業計画書に記載した内容の変更） 

第２４条 乙は公共的駐車場を運営するにあたり、貸付期間中に事業計画書に記載した 

内容を変更する必要が生じた場合は、甲に協議し、その承認を得なければならない。 

（協 議） 

第２５条 本契約書に定めのない事項で、募集要項にも記載のない事項、又は本契約の実

施につき必要な事項については甲、乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 上記契約の締結を証するため本契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自１通を保

有する。 

 

 

令和６年  月  日 

 

 

貸付人（甲）  

住 所  千葉県千葉市花見川区幕張町五丁目４１７－２４ 

氏 名  千葉県 

     千葉県企業局長  吉野 美砂子    ㊞ 

                   

 

借受人（乙）  

住 所   

氏 名   

      ㊞ 

 


